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沖 縄 に お け る 医 療 保 障
医療保険法 を中心 として
曾 和 保 雄
1
第2次 世界大戦の結果,北 緯30度以南の南西諸島
は,米軍の単独占領下におかれ,1946年1月29日付
のL>わゆる 「行政分離に関する総司令部覚書」によ
り,同地域は日本の政治及び行政の圏外におかれ る
地域の中に含まれた。1951年9月8日に調印された
平和条約第3条 におL>て「合衆国を唯一の施設権者」
とする信託統治制度の下におくことにする合衆国の
国際連合に対する提案がなされるまで,合 衆 国 が
「行政 ・立法及び司法上の権力の全部及び一部を行
使する権利を有する」 ものとされる地域として,北
緯29度以南の南西諸島云々と規定された。
平和条約発効後今日まで,南西諸島は南方諸島と
ともに同条約第3条 の規定に基づき,米国の行政 ・
立法及び司法上の権力下におかれてL>るが,この間,
1953年12月24日に奄美大島返環協定が日米間におい
て締結され,米 国は奄大島群島に関し,平和条約第
3条に基づ くすべての権利及び利益を1953年12月25
日から日本のために放棄 した。そして,1951年の平
和条約会議において,ダ レス米国全権大使が説明 し,
又その後昭和32年の岸 ・アイゼンハワー共同声明,
及び,昭和36年の池田 ・ケネディー共同声明等にお
いて,平和条約第3条 は同地域に対する日本の主権
を放棄せしめるものではなく,日本は引続 き,いわ
ゆる残存主権乃至潜在主権を保有 しており,また,
米国の施政下にある琉球住民ぼ日本国籍を保有 して
L>る事が確認されている。
占領以来,米 国海軍により管掌されていた南西諸
島の軍政府(米 国海軍政府布告第1号)は,1946年
7月1日に米国陸軍に移管され,西太平洋方面軍司
令官が行政長官となった(米国軍政府琉球列島特別
布告第1号)が,1950年12月5日付極東軍司令部の
指令(琉 球列島米国民政府に関する指令)に より,
琉球列島米国民政府が設立され,民長官には,極東
軍総司令官,副長官には琉球管区軍司令官がそれぞ
れ就任することになった。前記の指令にある施政方
針により,それまでの群島政府沖繩 ・宮古 ・八重山
・奄美に代えて,1951年4月1日に,臨時申央政府
が設立されたが,1952年4月1日には,立法 ・行政
及び司法の各機関を備える琉球政府一 〔琉球政府の
設立(1952年民政府布告第13号)〕に発展的に解消し,
自治拡大の方針は財政経済の自立計画の推進,民 生
向上 と相まって実行に移されることとなった。1957
年6月5日,米 国政府ほ琉球列島に対する新 らしい
施政方針を規定した 「琉球列島の統治に関する大統
領行政命令」(行政命令第10713号)を公布した。
この命令により,国防長官のもとに琉球列島米国
民政府が設置され,民政府の長官としては,高等弁
務官が置かれ,又,高 等弁務官が与える権限を行使
し,任務を遂行するものとされる。(行政命令第10
713号第4節)
また,こ の行政命令は,米 国及び現地政府当局に
与えられる権限を明確にするとともに,米国及び琉
球裁判所の活動体系を確定 し(同第10節),かつ,琉
球政府(同第6節 ・第9節)及 び立法部門(同第6
節 ・第7節)の 責任を限定 してL>る。
なお,琉球列島に関する外国及び国際機構との交
渉につv>ては,国務長官が責任を負う。(同第3節)
高等弁務宮は,その統治責任を遂行するために,
琉球政府に優越する権能を与えられてL>る。即ち,
高等弁務官は,必要な場合には,琉球政府(市町村)
その他の行政団体,ま たは,そ の代行機関により制
定された法令を無効にし,または,法律 ・規則を公
布することができ(同第11節)琉球に於る全権限の
一部又ほ全部を自ら行使する権限を留保している
。
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また,琉球政府は民政府を通じない限り外交事務を
行なうことはできなL>。
沖繩の施政の責任は,大統領の権威の下で国防長
官が有しており(同第2節),沖繩における統治機関
としては,「琉球列島米国民政府(USCAR)」と琉球
住民の自治政府である厂琉球政府」とに大別される。
琉球政府の機構それ自体は,三権分立を原理 とす
る近代文明諸国家の組織をどってL>るが,琉球政府
の自治権は,米 国民政府との関係で,一定の範囲に
限定づけられている。
民政府の長である高等弁務官は,米 国の代表者 と
して,本国政府の命令を執行し,管轄内の官吏を指
揮監督すると同時に,民政府の長として,法(布 告
註1
・布令 ・指令)を 制定執行し官吏を任命 し,琉球政
府に対しては,立法院の制定した法に対する拒否権,
行政への直接執行権 と官吏の任免,さ らに一定の裁
判介入権と恩赦権をもち,しかも,その地位及び存
続は,住民の意思とは無関係であり,弁務官は国防
長官に対 して責任を負ってL>る。また,弁 務官は琉
球軍司令官 として軍隊を指揮する権能を持っている。
1962年2月19日,ケネディー大統領はこれまでの
行政命令を一部改正 し,高等弁務官の下に文人の民
政官一人 を置 くこととした他,琉 球政府の自治権を
拡大した。
互
戦後に於 る沖繩の福祉はいわゆるガリオア援助に
よって始め られた。このガリオア援助により,住民
の生活はまが りなりにも支えられ,そ の混乱期を脱
してきたが,こ の1億8,500万ドルの援助金は厳密
な意味での福祉のためのものではなく,復興の過程
に於る総合的な援助であった。
次に,リ バック援助物資であるが,こ の法外援助
も沖繩の防貧対策並びに児童の体力向上に大きく貢
献している。この援助はラ ・ラの名称で知 られてい
るアジア救援団体がなしてL>た救援に代 るもので衣
類・食物・家畜等の物資を援助し1953年以来現在に及
んでU>る。 リバック物資は,厚 生白書によれば,リ
バックの名称は救援物資の配給計画および決定をな
す琉球列島奉仕委員会(RyukyuIslandVoluntary
AgencyCommittee)の略称で,こ れは世界キリス
ト教奉仕団,国 際カ トリック福祉協議会,民 政府,
米国陸軍省 の合議によって設立され琉球政府代表 も
この団体の会議に出席するよう招待されている。 リ
バックの目的は琉球列島における食糧援助計画協力
指導等であるが,こ の計画の主な責任者である上記
キリス ト教2団 体からの依頼によって琉球政府は,
①年間需要量および緊急物資の資料提供 ②港湾か
らの政府倉庫への陸上輸送③倉庫管理 ④配分割当
⑤輸送等を行なL>かつそれに用する費用の全額を負
担 している,沖繩向け品目数量の最終決定は米国国
際協力局ICAで 行ない,食糧物資は米国か ら送 り
出される。1960年度における人荷数量20,947,641ポ
ン ド,金額にして1,773,499ドルとなってL>る。
註2
m
沖繩における社会保障制度としては,失業保険法
(1958年・立法第5号)。医療保険法(1965年・立法
第10号),生治保護法(1953年・立法第55号),児童
福祉法(1953年・立法第81号),結核予防法,精 神衛
生法,身 体障害者福祉法,福 祉資金貸付けに関する
立法等があるが,本土..繩 一体化政策の申で,制
度的には本土の立法を取 り入れているが,これ らの
制度は,本土と比べて相対的に4年～5年遅れてお
り,又,未 だ,本 土にあつて沖繩にない制度が少な
くない。(表1)
註3
戦後の沖繩における医療保障としては,生治保護
法(1953年制定)に よる医療扶助の制度があるのみ
であつた。医療保障制度の必要性は早 くから叫ばれ
たが,米軍政下にあつてなかなか実現できなかつた。
琉球政府が本格的にこの問題を取り上げたのが1955
年であり,段階的に日本本土の現行制度を導入する
方針の下に最初に作 られたのが1956年の健康保険法
案である。
この法案は基本的に本土の健康保険法 と同一の内
容のものであつた。唯,財政的理由と沖繩の医療需
給組織の現状により,(1)扶養家族に対 して絵付を行
なわない(2)結核については全面的に結核予防法に
よる(3)療養期間の短縮の点を異にしていた。
このように本土に比べて不備な法案についても,
民政府は難色を示し,沖繩内部にも慎重意見や反対
意見があつて立法勧告も行なわれなかつた。
1957年に至つて,住民皆保険を内容とする 「医療
保険要綱」が作成され,これに従つて医療保険法案
ができた。これは現金給付制であつて,全住民を一
元的に包括する住民皆保険方式であり,一挙包括実
施案 とよぼれ,そ の内容は医療の給付方式におL>て,
現金給付(医療費払)方式を採用した。しかし,1960
年5月3日 付米民政府高等弁務官か ら行政主席に宛
てられたHCRILA「医療保険法案」について書簡
により,(1)民政府としては医療保険制度を補助でき
なL>(2)当初5人 以上の被用者 とその家族に限り,
の
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表1沖 繩 と本土の社会保障制度の比較(昭 和42年4月現在)
制 度 本 土 の 根 拠 法 沖 縄 の 根 拠 法
公的矧 生活鱶 制度 生 活 保 護 法(1950) 生 活 保 護 法(1953)
社
会
福
祉
社
会
保
障
老人福祉制度
身心障害者福祉制度
児童福祉制度
母子福祉制度
母子保険制度
,災害救助制度
医療保険制度
年金保険制度
失業保険制度
業務災害補償制度
公び
衆環
衛境
生衛
及生
隊 染病予㈱ 度
精神病対策
老人福祉法(1963)
身体障害者福祉法(1949)
精神薄弱者福祉法(1960)
児童福祉法(1947)
児童扶養手当法(1961)
特別児童扶養手当法(1964)
母子福祉法(1964)
母子保健法(1965)
災害救助法(1947)
健康保険法(1922)
国民健康保険法(1958)
日雇…労便む者健康i保険法(1951)
厚生年金保険法(1954)
国民年金保険法(1959)
失業保険法(1947)
労働者災害補償保険法(1947)
伝染病予防法(1905)
予防接種法(1948)
結核予防法(1951)
精神衛生法(1950)
老人福祉法(1966)
身体障害者福祉法(1953)
な し
児童福祉法(1953)
な
な
な
な
し
し
し
し
災害救助法(1960)
医療保険法(1965)
な し
な し
公務員退職年金法(1965)
な し
失業保険法(1958)
労働者災害補償保険法(1963)
伝染病の取締 りについて(1951)
予防接種法(1948)
結核予防法(1956)
精神衛生法(1960)
資料:法律時報臨時増刊号一 沖繩白書
漸次対象を拡大すべきである等の米軍の意向が伝え
られ,結 局審議未了=廃 案となつた。
医療保険法は,1965年立法第108号として同年9
月7日 施行され第1章,総 則,第2章 被保険者,
第3章 保険給付一第1節 通則,第2節 医療担当者
の登録及び事務,第3節 療養費の支給,第4節 分娩
費及び葬祭料の支給 第5節 資格喪失後の保険給付
『第六節被扶養者に関する保険給付 第七節保険給付
の制限,第8節 雑則 第4章 費用の負担,第5章
医療保険審議会,第6章 審査の請求,第7章 雑則,
第8章 罰則 全8章88条よりなつてU>る。また,「医
療保険法施行規則」は1966年5月17日施行 され,
医療保険法の規定による療養費の額の算定基準に関
する規則」が1966年10月9日施行,「 移送費の支給
に関する規則」が1967月3月6日に施行され,制度
的には,本土沖縄一体化施策の中で日本の健康保険
「法を取 り入れている。
医療保険法の制定以前は1953年に制定された生活
保護法による医療扶助のみしかなく,3ヵ月におよ
んだ日米両軍のはげしい陸地戦で,住民の死亡15万
人。貴L>人命とともにそれまであつた病院のほとん
どが根こそぎ破壊され,敗戦後アメリカの占領政策
のなかで宣撫工作としての医療が続けられ,昭和26
年10月に至つてはじめて開業医制度が許可された。
同時に開業医を援助するために,琉球政府の手で総
合病院が建設されたが,すべての病院が保険医療機
関 として再編成された本土 とちがつて,ア メリカの
管轄下での自由診療を中心として再出発 した沖縄の
医療ほ,「医者王国」を生み出した反面,本土の2
倍なL>し3倍の医療費負担を住民に強L>る結果を生
み出した。
註4
このことは,前述の如く,沖繩のおかれてU>る位
置,即 ち,平和条約第3条,施 政権,民 政府と琉球
政府との関係,ま た,日 本に潜在主権は認められて
Laるが,日本の法律が及ぼない点に一因があるので
はないだろうか。
医療保険法は,1970年までに全琉球住民に適用さ
れるよう努力標 目を規定 してV>るが,当分の間,被
用者保険としその業務外の事由による疾病,負傷 も
しくは分娩に関して保険給付を行う。(医療保険法
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第2条 以下法という)
常時5人 以上の労働者を使用する事業主,政府,
市町村その侮これに準ず為事業主に使用される者を
:被保険者とする。(法第7条)
1967年2月現在,適 用事業所数は2,939,被保険
者数120,721人,被扶養者数200,812人合計321,533人
で,沖 縄総人口の約34%に相当し,本土のような地
域保険 としての国民健康保険法がない現在,実 に総
人口の66%が適用除外され,他 に何 らの保険もない。
就業人口40万人のうち,わずか12万人のみが被保
険者であり,(就業人口の7割 ・28万人が第1次 産
業や5人未満の零細事業所に就業 してL>る。)
就業人口の38%を占める第1次 産業従事者や,5
人未満の事業所で働 く労働者が除外されている。
(表2・表3)
これ ら適用除外の大部分は低所得階層に属する人
々であると推測される。(表4,5)
羅病率が高 く,医療費の負担能力が低L>階層を除
外 してU>ることが,医療保険法の問題点である。註5
便宜上,沖 繩の医療保険法を"医療保険"日本の
政府管掌健康保険法を"健康保険"と 云うこととす
る。
医療保険は,自営業者や零細事業所で働 く労働者
ばが りでなく,(1)臨時に使用される者(2)季節的業務
に使用される者(3)臨時的事業の事業主に使用されて
いる者,で 継続 して6ヵ月以内の場合,こ の医療保
険か ら適用除外される。
健康保険では,(1)2ヵ月の期間を超えて引き続き
使甫されざる者,(2)日々雇入れ られる者で,1ヵ 月
を超えて引き続き使用されざる者,(3)季節的業務に
使用される者で継続して4ヵ月を超えて使用されざ
る者,(4)臨時的事業の事業所に使用される者で継続
して6ヵ月を超えて使用されざる者,(5)事業所の一
定しない事業に使用される者は適用除外であるが,
表2沖 縄の総人口,及び就業人口
単位1,000人
認
1962
1963
1964
1965
1966
総 人 口
903
91?
924
933
945
就 業 者
392
391
394
398
402
完全失業者
3
3
2
3
2
資料:琉球政府厚生局
:統計庁 「労働力調査」
表3産 業 別 就 業 者 数 単 位1,000人
1963
1964
1965
1966
総
人
口
917
924
933
945
就
業
人
口
391
394
398
402
第1次 産 業
合 計降 鰈 隧業纛
実
数
構
成
比
指
数
157
155
150
139
40.21100
39.3199
37.7196
34.6189
実
数
52
150
145
13
構
成
比
指
数
ss.9100
38.1199
36.4195
5133.6189
実
数
5
5
4
構
成
比
1.2
1.3
1.3
0.9
指
数
100
100
100
80
第2次 産 業
合 計 陣 設 業1製 造 業
実
数
56
54
61
64
構
成
比
14.3
13.7
15.3
15.9
指
数
100
96
109
114
実
数
構
成
比
25
24
27
28
6.4
6.1
6.8
7.0
指
数
100
96
108
112
実
数
31
30
34
36
構
成
比
7.9
7.6
8.5
9.0
指
数
100
97
110
116
第 3 次 産 業
合
戛
数
訓 蹄 小売業瞹 轟 難 靉[サ ビース剰 公
構
成
比
指
数
実
数
構
成
比
指
数
刻 軍
178
183
186
198
45.5
6.4
46.7
49.3
100
103
104
111
65
67
68
71
実
数
16.6
17.0
17.1
17.7
100
103
04
109
5
5
5
5
構
成
比
1.2
1.3
1.3
1.2
指
数
実
数
構
成
比
10018
100i19
100120'100)22
4.6
4.8
5.0
5.5
指
数
100
106
111
122
実
数
43
44
47
構
成
比
5・1・2.4
11.0
11.2
11.8
指
数
100
102
109
116
実
数
11
11
10
12
構
成
比
2.8
2.8
2.5
3.0
指
数
100
100
91
109
実
数
36
37
36
38
構
成
比
9.2
9.4
9.0
9.5
指
数
100
102
100
106
不
祥
0
2
1
1
資料:琉 球政府計画局 「琉球統計月報」
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表4産 業別規模別常用労働者1ケ月年均賃金の比較(1963年)
5人以上の事業所 4人以下の事業所
騰 薮 ゆ 制 騰 数1② 剣
全 産 業151,775/52.42ドル1・8,87・円112,376人34.23ドル1
建 設 業3,942人54.45ド ルi・9,6・2円[197人43.・8ド ルi
製 造 業1・3,424人47.41ドル1・7,・68円1,3・7人13&65ドル[
卸 ・小鰈111,759人 「50.18ドル1・8,・65R」6,167人34.42ドルi
籍 轟i4,335人61.3・ ドル122,・68円「97人48.・2ド ル1
運 鞭 鰈[9,67461.33ド ル122,・79円「167人 「37.94ドル1
サー 蝶6,89・ 人43.33ドル1・5,599円4 ,349人31.69ドル1
o-oo=°Xloo
12,323円1・8.・9ドル[65.3%
・3,5・9円[・2.37ド・レ179.7%
13,914円18.76ド・レ81.5%
12,39・F915.76ド・レ16&5%
・7,287円13.28ド・L74,3%
・3658円12a39ドル161.9%
11,408円1・1.64ド・レ[73.・%
資料:琉球政府勤労統計調査(1962年)
琉球政府計画局統計庁 琉球統計月報1963年
注 二農林業,漁業水産業,鉱業については事業所及び常用労働者が少ないので除外したので労
働者数の合計が合わない。
表5沖 繩に於ける勤労者世帯 と農…家一世帯1ケ月の消支出費(1962年)
単位=ド ル()内 は円
勤
労
者
世
帯
全 沖 縄
那 覇 市
農
家
陣 訓 食 劃 鋸 劃 光熱劃 被服剤 雑 費 トンゲル系数
57.31
(20,632)
62.24
(22,406)
48.5
(13,360)
25.32
(9,665)
25.91
(9,328)
25.74
(9,266)
4.24
(1,526)
4.37
(1,573)
2.49
(896)
1.84
(662)
1.97
(709)
1.81
(652)
6.48
(2,333)
8.11
(2,920)
4.69
(1,688)
19.43
(6,995)
21.88
(7,877)
13.77
(4,952)
44.2
41.6
53.1
資料:琉球統計月報 琉球政府計画局統計庁
健康保険で適用除外された者で保険事故発生した日
の属する日の前2ヵ月間に28日以上,又 は,前6ヵ
月間に78日分以上の保険料を納入しておれば,日雇
労働者健康保険法によつて給付を受ける資格を有す。
したがつて,適用範囲を比較すれぼ,沖繩の医療保
険にあつては,そ の対象は,制限されてL>る。即ち,
不安定就業者,失 業者等の医療は制限され,健康の
破壊へと結びついてL>るように推測される。
医療保険の被保険者資格を取得したからといつて,
その資格を取得した日より直に保険給付を受給する
ことは出来ない。即ち,受給要件として,保険給付
を受給するには,被保険者又は,被保険者であつた
者が,療養費の支給を受けようとしての療養を開始
した日,分娩 した日,又は死亡した日以前1年 閭に,
これらの者に関して被保険者期間が通算して100日
以上なければな らない。(法第19条)即ち,被保険者
又は被扶養者ほ,資格を取得した日か ら100日以内
に発生した保険事故につL>ては全 く給付されなV>。
健康保険では,被 保険者資格を取得したその日か ら
給付を受けることができる。即ち,沖繩では住民が
医療を受ける機会を制限されている。
医療保険は,政府管掌である。(法第3条)
医療保険が政府管掌であることは,各種共済組合
や組合管掌健康保険,政府管掌健康保険(国民健康
保険)の 如 く,被保険者の就業形態(労働力の消費
形態)に よつて給付の格差はなく,又,労 務管理 と
して用L>られる事はないが,こ のことをうら返せば,
保険料の大幅な引き上げが被保険者の能力からみて
望まれない現状では,日米両政府の医療保険に対す
る大幅な援助がない限り,給付内容の向上は望まれ
なL>。
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表6琉 球政府に於ける日米両政府援助(1967年度)
単 位1,000ドル
予算額① 琉球政府0
①に対する②
の比率
米国政府
③
①に対する
③の比率
日本政府
④
①に対する
④の比率
予算総額 82,270154,585168.3%114,265116.3%13,420115.4%
厚生局
生活保護事業費,
12,5589,267173.8%11,51012.2%11,781114%
1,997巨7・2185.7%12851・4.3%
児童福祉助成事業費 162 66140.6%1 96159.4%
保健所建設費 11591915.6%1150194.4%1
公衆離 搬 機能強倒 8 ・1 0% 81100%
環境衛生費 569 188133.1%1125121.9%1256145%
風土病対策費 123 43135.1%150140.5%130124.4%
性病予防費 77 17122.3%6177.7%1
精神衛生事業費 508 22243.8%1 2$656.2%
結核予防費 673 522175.3%750121.7%2113%
ハンセン氏病対策費 63 58191.8%1 58.4%
ハンセン氏病
療養所建設費 147
22114,7%125185.1%1
結核療養所建設費 260 1.&764.2% 93i35.8%
社会保険特別会計へ副1,4681 352124%1560138.1%556137.9%
政府立病院
特別会計へ繰入 1,522Z,248182%122514.8%14913.2%
医療施設機能強化費 36 0 6% 361100%
資料 法律時報1968,3号
1967年度の日米両政府の社会保険特別会計への援
助は,琉球政府予算額の76%を占め(表6),医療保
険への援助額は,日 本政府が25万ドル,ア メリカ政
府が26b万ドルと前年に比べ約10万ドル増加してv>
る。(表7)
給付の種類についてみると,療養費,分 娩費,葬
祭料の3種類であり,健康保険の,療養のために労
働不能を理由とする被保険者の生活上の脅威を,こ
れに一定の金銭給付を行なうことによつて可及的に
軽減しようとする傷病手当金,被 保険者が分娩のた
め労務に服さず生活上の困難を生ずることを防止す
るための,労務に服しなかつた期問につき補助する
出産手当金や育児手当金はなL>。つまり療養とか分
娩のたあの期間中の生活が全く保障されな く,社会
的危険の分散が十分になされてL>なU>。
保険事故である出産についてみると,医療保険に
あつては,:被保険者が分娩したとき,一律に分娩費
として16ドルを支給する。先にも述べた如く,被保
険者が分娩のため労務に服さず生活上の困難 を防止
するための労務に服しなかつた期間につき補助する
出産手当金,育 児手当金がない。健康保険では分娩
費は標準報酬月額のi2であり(6,000円に満たなL>時,
6,000円),被保険者が分娩の日前42日,分娩の日後
42日以内に労務に服せざりし期間出産手当金 として
1日につき標準報酬 日額の100分の60に相当する金
額が給付される。被保険者が分娩したる時,育児手
当金 として2,000円給付される。「出産手当金」厂分
娩費」と保険料とは相対的比例関係があり,"給付
反対給付均等の原則"一 加入者の給付する保険料
は,そ の偶然に受取ることあるべき保険金の数学的
希望値に等 しいこと,換言すれぼ,加入者の払L>込
む保険料は,そ の受取ることあるべき保険金の正当
な対価に該当するのであつて,加入者相 互 の問 に
も,加入者と保険者 との間にも,何ら救済的 ・慈善
表7日 本政府援助額
沖縄における医療保障
11967年度1968年 度
:
医 療 保 険
老 令福祉 年 金
生活 保護 事 業
児 童福 祉 対 策
医 療 品
ハンセン氏病対策
結核患者本土収容
精 神衛 生 事 業
167
0
285
0
126
0
21
286
250
466
1,253
248
315
7
31
339
米国政府援助額
11967鞭 ・968鞁
医 療 保 険
結 核 予 防
ハンセン氏病対策
性 病 対 策
風 土 病 対 策
165
150
10
60
50
265
140
0
50
52
単 位:1,000ドル
資料:法 律 時報1968,3号
的関係が存在 しないということである。」～ とい う　　保
険の原理が貫徹しているのに対し,医療保険では
被保険者,被 扶養者である配偶者の分娩が一律に16
ドルと定められており"収支相等の原則"～ 保険
者の収受する保険料の総額が,そ の支払 う保険金の
纐 と等窟 ・～ 韻 觚 て・・る・鱇 保険暢
合,少 なくとも,出産という保険事故の発生によつ
て,そ の生活が窮乏することなく,所得の保障をも
つて生活 を維持 しようとしてL>るのに対し16ドルと
一律の分娩費のみ しか支給せず,そ の間の被保険者
の所得の保障をしていない事は,出産とL>う歓ぼし
い出来事が,そ の事によつて,家庭が窮乏化 し,
堕胎によつてそれを防止せざるを得なくなり,胎児
の人権が無視(軽視)さ れるのでほないだろうか。
療養費の給付につL>てみると,被保険者7割 ,家族
5割給付であり被保険者が資格喪失 したる時,現 に
当該療養 を受けてL>る者が,そ の資格を喪失したる
日か ら起算して1年で打ち切られる。被扶養者の療
養給付は,被保険者が資格喪失 と同時に打ち切られ
る。健康保険では,被保険者,被 扶養者共に資格喪
失後は,当該療養開始より5年間受給できる。健康
保険 と比べて,全 く新しい規定は被保険者の資格を
喪失 した者が,その資格喪失後,新 に疾病又は負傷
に関し療養費を給付されるが,(法第34条,特別療養
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給付)こ の時の受給要件は,保険給付を受ける日以
前1年 間に被保険者期間が通算して100日以上なけ
ればならず,特 別療養給付の給付ぼ同一の疾病又は
負傷及びこれにより発 した傷病に関しては,当該療
養を開始した日より1年を経過すれぼ打切 られる。
しか も被扶養者はこれに該当せず,ひ とたび長期間
の療養を要する病気をすれば,た ちまち保険か ら切
り離 され,未 だ国民皆保険制度がない現状では,医
療費の支払いが困難 となりしだL>に貧困化してゆく
であろう。
はじめの100日間ほ保険料の掛け捨てとなつてい
る制度を考慮に入れた保険財政は,医療保険翡始当
初は,1年間保険料総額316万ドルと予定 していたの
が,66年7月か ら67年6月までの1年 間に506万ド
ルと増収となつ て い る。 当初受診件数が年問予定
528,000件が,66年10月より67年9月までの1年 間
の実績は112,000件と予定の%の受診状況である。
66年10月から67年9月までの給付金額ほ115万ドル
であり,日米両政府の医療保険への援助を入れると
実に442万ドルの黒字となつている。
　　
このように受診率が当初予定していたよりも著る
しく少ないのは,その最大の原因ほ「療養費払L>制」
である。すなわち医療保険があつても窓口で現金を
払わなけれぼ医療ほ受けられなL>。保険証提示の上,
治療を受け,治 療費の全額をその都度支払い,治 療
終了後,医 療機関の全額治療費の領収証を受けとり,
保険庁へ出頭 し,薬価基準に基づいて計算された額
の本人は7割,被 扶養者は5割を償還される。
療養費は慣行料金となつており,治療を受ける者
は,慣行料金に基づU>て医療機関に支払うが,償還
されるのは,単価一点loセン トの7割 であり,実質
的にほ給付率は7割 以下 どなる。例えぼ,支払つた
医療費(慣行料金)30ドル20セン トに対 し,算定基
準額が18ドル95セン トで償還額は算定基準額の7割
の13ドル26セン トとい う計算になり,し たがつて給
付は43%にすぎなL>。被扶養者の例でほ,申請額39
ドル20セン ト,算定基準額23ドル10セント現金給
付額が算定基準の5割11ドル55セン ト,30%弱であ
る。
地方の場合(那覇市以外),治療期間が短 く,金額
が少ない場合,保 険庁へ行 く交通費の方が高く,受
け取 りに行かぬ患者が多い とのことであるO
医療費償還制,受 給資格要件等によつて制限診療
が強行され,医療を受ける機会が制限され,他 方,
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医療を受ける機関が著るしく劣つており住民の福祉
が極度に制限されている。
医療保険法は1972年までに全住民に適用するこど
が予定されている(現在相対的には恵まれた階層が
対象とされ,大部分の低所得層が適用除外されてい
るか ら,適用範囲の速やかな拡大は,社会保障の理
念か らも強 く要請されるところである。)が,その際
にも多くの問題点がある。
第1は,全 住民へ適用を拡大することは,現在 よ
り低所得者層への拡大を意味する。これは一方にお
いて医療需要の増大をもたらし,他方において保険
料収入の相対的減少 とい う結果を招き,基本的に保
険原理により保険料収入をもつて保険財政を圧迫す
る。
保険財政中に占める政府負担を大幅に増大させる
のでなければ,保険財政の圧迫は一方において保険
料率を引き上げ,他方におU>て給付内容の低下とな
つて現われ,そ れでは現状よりもなお悪化となるだ
ろう。
表10本 土類似県 との医療関係者比較
圃 舗科医陣 師醸 鴫 鸚1睚婦
沖 縄
徳 島
島 根
香 川
高 知
類似県
の¥/均
396
862
1138
967
865
958
嬲 羅
104
239
227
322
251
260
2.5倍
311
279
575
507
359
430
1.4倍
733
1110
1178
1264
1154
1177
1.6倍
178
217
144
219
176
189
1.1倍
354
469
414
329
430
410
1.2倍
表8本 土沖縄人口10万対医師数,歯 科医師
及び薬剤師数比較
臟医 騰 齢 医喉 鰤
11.4
26.4
32.4
33.7
29.7
17.3
65.9
38.6
55.1
40.2
資料:沖 繩年鑑1968
沖
徳
島
香
高
繩
島
根
川
知
67.3
220.7
199.0
194.1
170.6
38.6
128.4
128.0
105.3
100.7
資料:昭 和36年厚生省大臣官房統計調査
沖縄は琉球政府38年3月調査
総理府特別地域連絡局
注:9
表9本 土沖繩の人口10方対病床数比較
単位 人
第2に,医 療機関の現状が改善されないと多数の
地区住民の間に保険料のみ支払わせて医療は受け ら
れないという結果をもたらしかねない。表8,9,10
表をみれば明らかなように沖繩の現状は,あ まりに
も医療機関が少なすぎ,しか も,各地区によつて医
療機関が偏在し,無医地区,無 医村が有 り(表11)診
療設備が未だに不十分である。
これらの問題と沖繩の財政間題,平 和条約第3条
に基づく施政権,日 本の潜在主権は認められてU>る
が現実には本土の法律が適用 されない事,日米両政
府の援助,米軍基地どしての性格を強 く持ち,産業
の脆弱さ,政治的,経済的,軍事的諸問題等が相重
り,予定される1972年までの皆保険政策に重大な障
害 となつてU>るのではなL>だろうか。
これらの障害にもかかわ らず,沖 縄が最 も望んで
いることは,これ ら施策の1日 も早L>"実施"で し
かなL>。
沖 縄
徳 島
島 根
香 川
高 知
病 院
馴 翻 繍 癩劇諜
533.0
1086.5
.,.
1120.9
1349.3
53.3
174.9
83.1
103.2
176.0
87.4
287.4
243.6
60.7
320.3
144.6
105.1
211.1
85.4
396.5
454.7
325.0
509.2
一 般
診療所
155.9
232.3
145.8
220.3
312.2
資料 昭和36年医療施設調査
沖繩は琉球政府調べ
総理府特別地域連絡局
参考までに,沖縄における 「福祉資金貸付けに関
する立法」と 「生活保護」について,若干ふれてお
きたV>。但し,生活保護に関する資料は,総理府特
別地域連絡局が作成した資料と琉球政府の公的資料,
及び沖繩年鑑より作成したもので,沖 縄の生活保護
の実体 を調査するには未だ不十分であることをこと
わつておきたい。
1960年2月第16回立法院定例会議で 「福祉資金貸
付に関する立法」が議決され,同年7月15日,立法
第6号 とt、て公布 され,そ の内容 も,琉球政府が主
体 となつて「低所得者」及び「父母のなUa20才未満の
児童」に年利3分 で資金の貸付を行つており,医療
資金は貸付限度が150ドル以内,1年据置,5年 以内
に償還することになつてLaるQ
沖縄における医療保障 227
表11沖 繩の医療従事者数 単位 人
1医 購 科医介::::科介輔 護婦翁讐 篶睚 藤 斉蜊x線鋤 鮮 礪
全 沖 球
沖繩北部
沖繩申部
沖繩南部
宮 古
八 重 山
396
(42.4)
49
(38.9)
95
(37)
212
(156.7)
22
(31.5)
78
(34.6)
104
(11.1)
9
(7.1)
27
(10.4)
58
(43.3)
6
C$.5)
4
(7)
54
(57)
16
(12.6)
13
(5)
15
(11.2)
3
(4.2)
7
(13.4)
21
(22.5)
5
(3.9)
1
(0.3)
11
(8.2)
1
(1.4)
3
(5の
733
0784)
123
(97)
209
(81.2)
178
(190.6)
26
(20.5)
55
(21.3)
320166
(239)i(49.3)
54
(77.3)
27
(51.9)
Z4
(20)
17
(92.6)
354
(379)
38
(29.9)
111
(43.1)
159
(118.8)
17
(24.3)
29
(55.7)
311
(333)
16
(12.6)
57
(22.1)
223
(166.6)
7
(10)
8
(15.3)
100
(107.1)
12
(9.4)
28
(10.8)
53
(39.6)
6
(8.5)
1
(1.9)
138
(147.8)
12
(9.4)
36
019.9)
79
(59)
7
(lo>
4
C7.6)
資料:沖 縄年鑑 昭和43年度版()内 は人口10万対比数
「母子福祉資金貸付制度」は,民 間社会事業の育
成という意味から,従来どおり 「沖繩社会福祉協議
会」が実施 してL?る。したがつて本立法は経済保護,
更生のための貸付対象 として予定 していた低所得母
子世帯のみは,本立法の範囲か ら離れ,同 福祉協議
会独自の事業に委ねられることになつた。
沖繩における福祉資金貸付制度は,本土法の 「母
子福祉資金の貸付等に関する法律」と都道府県社会
福祉協議会の 「世帯更生資金貸付事業」制度とを,
結合して一元化したものであり,その基本構想は本
土の制度 と同じである。
貸付種類は,生業資金,支度金,技 能習得資金,
修学資金,医 療資金,生 活資金,住 宅補修資金の7
種 目で,「低額所得者」および 厂父母のない児童」
に共通に貸付 られる。本土法に規定する事業継続資
金,転 宅資金,修 業資金がなV>。本土法における父
母のなL>児童に対する貸付資金の制限がないことが
特徴である。
貸付金額の限度は全体として本土とくらべて低額
である。特に,本制度の主要な部分である生業資金
については,医療資金と共に最高限度額が定められ
ておりその額は200ドルである。返済の据置期間,
保証人,利 率,償還免除などにつL>ては,本土法 と
ほぼ同じであるが,償 還期限は短期間に制限され,
これは,沖繩の場合とくに問題である。
「福祉資金貸付け法」制定以来の貸付事業の実施
と運用は,1963年までにこの制度によつて福祉資金
の貸付を受けた世帯数は1,500,貸付 金 額の合 計
は,141,200ドルである。 一方,琉 球政府の推計に
よれば,低額所得者(生 活保護における保護基準の
130%程度までの生活水準にある者)の数は,1961年
現在で,80,455人(被保護者数の約3倍)で ある。
したがつて現実に貸付けをうけた者はそのごく一部
にすぎない。
資金貸付けを受けようとするに至つた理由につL>
てみると,多子家庭 と思われるものが圧倒的に多い。
大部分が6人 家族であり,1世平均58人 である。
次に多L>のが疾病であり約35%を占めている。(表
12)
また,年令層をみると,36才か ら50才までのもの
が最 も多 く,家族の多いわりに労働力が貧弱である
ことがわかる。
次に借主の職業についてみると,農業従事者が圧
倒的に多 く(約57%),そのほとんどが耕地面積のき
わめて小さい零細農家であるといわれる。次に多い
のは,原始的漁法による零細漁業従事者,日雇労働
者,軍雇用畄働者が多L>。なお,公務員 ・教員 ・雇
表12福 祉資金貸付け状況の内訳
i・963`・964年
多子家庭
疾 病
戦災事故
老人世帯
台風災害
そ の 他
45.2%
36.0%
1.6%
1.6
1.6
1.4
39.1%
35.0%
4.3%
2.3
10.3%
9%
資 料:法 律 時 報1968,3月 号
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用労働者等は,貸付の割は少ないが,そ の内容はほ
とんどが医療資金である。1965年以降,こ れらの階
層の一部を対象とした医療保険法が実施されてL>る
が,そ の給付内容の低水準,医療費償還制,慣行料
金等によつて,医療が制限されており,ましてや,
この保険の適用外に置かれ,福祉資金貸付からも疎
外された住民の医療は極度に制限され,生活が破壊
され,そ の生存権す ら危うくなつている。
琉球政府厚生局民生課の1963年度442世帯につL>
ての 「貸付世帯実態調査」によると,貸付世帯のう
ち貸付によつて更生しているもの,ま たは更生しつ
つあるものは合計381件,86%を示し,償還状況ほ
70%程度である。このような更生率からみても資金
貸付の必要性は明らかであるが,運 用上の最大の問
題点は,予想された救済対象者のごく一部 しか貸付
をうけてLaない点である。この点か らみると,この
制度の趣旨と立法の目的か らすれば,現状では,あ
まり役立つてLaなLa。この制度が,ボ ーダーライン
層の経済的自立更生にとつて不可欠のものとして機
能すべきものである以上,そ の充実と改善が緊急の
課題となる。
福祉資金貸付の実態につL>て,琉球大学の我喜屋
良一教授は 「実績の乏しさを何処までも政府財政の
制限に起因するものと解するものであり,この点,
資金増額の抜本的予算措置の望 まれる所以である」
註10
と指摘するが,そ の根本的の原因は沖繩のおかれて
L>る特殊の地位に存する。
社会保障は人間らしく生きる権利,基 本的人権と
しての生存権を保障するための制度である。
日本国憲法は,第11条基本的人権,第25条 生存
権,第28条労働基本権を保障し,第25条に基いて制
定された生活保護法は 「この法律は,日本国憲法第
25条に規定する理念に基き,国が生活に困窮するす
べての国民に対 し,その困窮の程度に応 じ,必要な保
護を行なL>,その最低限度の生活を保障するととも
に,その自立を助長することを目的とする」(生活
保護法第1条)と 規定し,保護責任が国家にあるこ
とを明確にしている。ところが,沖 繩の生活保護法
は,「 この立法は,政 府が生活に困窮するすべての
琉球住民に対 し,その困窮の程度に応 じ,必要な保
護を行なL>,その最低限度の生活を保障すると共に,
その自立助長することを目的とする」(生活保護法
第1条)と 規定し,保護の責任所在が政府(琉 球政
府)で ある。つまり,生存権は憲法により保障され
てL>るが,沖 繩ではそれがなく,沖繩は 厂日本国」
から分離されてL>るために,生存権の保障は国(日
本国)でぽな く琉球政府とされる。琉球政府は国家
機関ではないから,沖縄には国の義務としての生存
権の保障は存在しなL>。このことは,法形式的にも
基本的人権としての生存権の保障がなL>ことを意味
するのでほないだろうか。
生活保護事業の費用の負担は,本土では全費用の
80%は国庫が負担し,都道府県,市および福祉事務所
を設置する町村が20%を負担 しているのに対 し,沖
繩では全費用琉球 政 府 負担 となつてL>る。もつと
も,1966年から生活扶助の20%(1968年か ら80%)
を日本政府の援助でまかなつている。
1967年の予算総額は8,227万ドルであり,そ の内,
厚生局予算は1,225.8万ドルと149%を占めてV>る。
厚生局予算の内,日米両政府援助額は26.2%であり
73.8%を琉球政府の自己財源でまかなつてL>る。
生活保護事業費は199.7万ドル。球政府は85!7%の
171.2万ドルを日本政府は143%の28.5万ドルを分担
してU>る。(表6参照)
他の分野で も,予算額に占める日米両政府の援助
額の比率が高 く,沖縄の厚生行政が援助の額によつ
て大きく左右されることが,他 の分野と同U<,そ
の内容を貧弱ならしめている原因である。
1967年の政府統計によると,勤労世帯家計支出と
生活保護基準を比較 してみるど,保護基準41ドル35
セン ト(14,886円)は勤労者世帯家計支出87ドル20セ
ン ト(31,392円)の47.4%となつてL>る。保護基準と
勤労世帯家計支出との格差が1963年の第4次改訂以
来,41.7%から47.4%へと次第にその格差を縮めて
いる。(表]3参照)
参考までに,東京都被保護労働者世帯と東京都勤
労者世帯の家計支出をみると,1965年で,被保護世帯
の1入当りの消費支出は7,351円。勤労者世帯の1人
当りの消費支出は14,636円で格差は50.2%であつた。註11
沖縄では,1965年,42.6%である。(表13参照)
生活扶助額は標準4人世帯(男35才・女30才・男
9才・女4才)35ドル28セン ト(12,700),住宅扶助
につL>てほ3つ の級地に区分 しているが,そ れ以外
の扶助は琉球全土一律である。表14の地区別消費
支出ど保護基準との比較を見ると,地区別消費支出
に対する保護基準は那覇市には41.8%,即ち,那覇
市の消費支出は保護基準の2.39倍を示 しており,一
方,沖 繩北部の消費支出は保護基準の1.65倍を示し
ており,保護基準が全土一律であることが実状に即
してL>なL>ことを示してL>る。
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表13勤 労世帯家計支出と生活保護基準
驥燃 黝保響準驪i格繰
1963年
(第4次改訂)
1964年
(第5次改訂)
1965年
(第6次改訂)
1966年
(第7次改訂)
1967年
(第8次改訂)
61.79r'ル
(22,212)
67.73ド、.
(24,372)
75.76ドル
(27,252)
8エ.10ドル
(29,196)
87.20ドル
(31,392)
100
109
122
131
141
2597ドル
(9,252)
26.48ドル
(9,504)
32.44ドル
(11,664)
36.45ドル
(13,105)
41.35ドル
(14,868)
100
102
125
141
160
42.1
39.1
42.8
44.9
47.4
表15生 活保護費に占める生活扶助聲 と医療扶助費
の割合 単位1000ドル
1962年
1963年
1964年
1965年
1966年
潔韈 饌顳 昊・…
1,125
1,175
1,384
1,429
1,02
765
844
828
790
1,06
68%
71.8
59.8
55.3%
59.2
(C)医療
扶助費
237
222
444
530
601
C
A×100
21.1
18.9%
32.1
37.1%
33,4%
単位:ド ル()内 は円
資料:勤 労世帯家計支出64年,65年は琉球政府
統計庁66年,67年は世界経済調査
注:12
表14地 区別消費支出及び保護基準(1963)
B
A
資料 二琉球政府厚生局民生課 「生活保護の実態」
沖縄年鑑1968年度版
睡 支醐
那 覇 市
沖繩北部
〃 申部
〃 南部
宮 古
八 重 山
平 均
格差
62.10ドル
(22,356)
40.59ドル
(14,612)
51.14ドル
(18,410)
47.52ドル
(17,107)
4468ド,.
(16,085)
47.11ドル
(16,960)
51.51ドル
1(18,544)
121
79
99
92
87
91
100
保護基準(B)
25.97r一ル
25.97Fル
25、97ド、レ
25.97ドル
25.97ド、.
25.97r・ル
25.97ドル
41.8
52.7
50.8
54.6
58.1
55.1
50.4
資料:琉球統計月報
()内 は円
加したのは,1965年に医療保険法が実施されたのと
密接な関係が有るのではなL>だろうか。
医療扶助につU>てみると,受給件数が年々増加し,
医療扶助総額 も1963年以来急激に増加の一途をたど
り1966年には1963年の2.7倍になつた0(表16)
1965年医療保険法が実施 されたにもかかわらず,
保護人員,1件 当りの医療扶助費が年々上昇 してい
るのは,医療の保険を最も必要とする階層が適用除
表16生 活保護の推移
()内 は 円
購
生 活 扶 助
人 員
(人)
保 護 費纖 鹸 灘 指数
生活扶助額は生活保護費の半数以上を占め医療扶
助費が生活扶助費の一券にしかな らず日本に於るそれ
と全く反対の傾向を示 してL>る。このことは,財政
規模の小さL>予算にしぼられてい るため,蛋活扶助
が最優先され医療扶助費にまわされる余裕がなL>程
全体の保護が少なU>ことの現われで轟る。(表15)
生活扶助についてみ ると,1963年以来保護基準は
1965年までに22%も引 き上げ られているにもかかわ
ず(表13)1入当りの生活扶助費は1965年まで8%し
か増加 していない。また,生活扶助総費 も1963年以
降1965年までは減少傾向を示 してきたが,1966年に
急激に生活扶助総費 も,1人 当りの生活扶助費 も増
・962年12&4・・[(27飆llδテlg2t(1謝gL4
1963年28,44・1(3。&譏8δすi…1(礎 狸
・964年27,888[(29嬲1δテ 9gl(、き謝 …
・965年24,983(28聯1δ㌻1951(、蜘 ・・8
・96623,・821(31818譱唇δ㌻1・281(、急魎1・57
欝
医 療 扶 助
件 数
(件)
保 護 費 指数1人当 りの保護費 指数
・962年1・1,732(8ξ鸛8δ ㌻1・7i(多謝89
・963年17,765(7ま1}撫㌻i…!(器謝 …
・96姻・6,・6・k、5鑞llδ夕12・・1(錮 …
・96釧 ・7,823(、529,5390,669,6§δ㌻【239(、召謝 ・3・
・966年20,・22i(2、8鶲1δ㌻i27・1(、議 窃i・31
資料:琉 球政府厚生局民生課 「生活保護の実態」
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表17本 土沖繩社会福祉施設数の比較
沖 縄
徳 島
島 根
香 川
高 知
総
数
44
185
252
172
388
児 童 福 祉 施 設
総
数
38
159
229
166
354
助
産
施
設
1
1
3
1
乳
児
院
1
1
1
1
1
母
子
寮
12
8
7
6
保
育
所
32
125
203
147
328
養
護
施
設
2
10
5
3
8
精児
神施
薄設
弱
4
1
1
4
盲
児
施
設
1
1
1
1
うつ
唖
児
施
設
虚
弱
児
施
設　
1
1
1
1
2
1
1
1
1
教
護
院
1
1
1
1
1
保 護 施 設
総
数
3
21
18
22
7
養
老
施
設
3
10
11
9
5
救
護
施
設
(3)
2
1
2
1
更
生
施
設
1
医
療
保
護
施
設
1
1
1
授
産
施
設
4
5
10
肢者
体更
不生
自施
由設
1
1
1
1
1
()内 は施設の併用であ り総数には入れていない
外され,他 に全く活用すべき社会的資源がないから
に他ならなL>のではないか。
生治保護の保護開始の原因のうち,世帯主の疾病
が53.7%,世帯員の疾病が23%,合計76.2%と圧倒
的多数が疾病が原因である。
注13
これは疾病と貧困との関係を示すと同時に沖繩に
於 る医療保障制度の現実 を如実に示してU>るだろう。
ひとたび病気に罹つて貧困に落ち込むと,容易に
ぬけ出すことが出来ないと云 う事は,保 護停廃止の
原因に占める世帯主の疾病の治癒(14%),世帯員の
疾病の治癒(9.1%)の割合を合計しても23.1%にしか
ならず,死亡または世帯員減少を含めて39.9%であ
る。
生治保護法の適用世帯の世帯主の状況 をみ る と
表18社 会福祉施設1962年現在
(1967年5月現在),世帯主が老人である世帯37.9%,
傷病世帯30.5%,母子家庭16.5,多子家庭3.0%,身
障者5.1%,その他7.0%となつており,その他の中
には児童 ・精神障害者の世帯などが入つてい る。老
人福祉,身 体障害者福祉,児 童福祉,精 神障害者福
祉等の福祉施策,施 設の貧弱さがこのような形で生
活保護世帯の状況を示してL>る。(表17・表18参照)
児童福祉施設
乳 児
保 育
養 護 施
院
所
設
盲 ろ う唖 施 設
肢体不自由児施設
教 護 院
保 護 施 設
養 老救 護 施 設
身体障害者更生援護施設
肢体不自由者更生施設
盲ろう唖者更生施設
身体障害者授産施設
施 設 数
38
1
32
2
1
1
1
3
3
3
1
1
1
収容人員
1,123
5
773
218
19
51
57
130
130
94
40
49
5
資料:琉 球要覧1962年
注1布 告 とは,基 本的事項について出す法令の法
形式である。布令は一般的な事項について出す
法令の法形式であり両者に上下の差はないよう
である。指令とは,主席 もしくは各機関並びに個
人の行為を指示する行政命令である。以上いず
れ も,琉球政府立法院で制定した法に優先する。
注2小 川政亮著 「国家 ・家族 ・社会保障」171ペ
ージ
注3本 土復帰の場合にそなえる必要か らというこ
とで,今後の沖縄の社会保障計画について検討
するため,従来の医療保険制度審議会にかえて
1962年10月2日,規則第130号によつて,社会
保障制度審議会が設置された。
注4法 律事報1968年3月号17ペー ジ
注5「 農漁村民等低所得層を先にすべきである」
という 「mの 反響」に対して,政 府側は 「こ
の階層は,相 対的に貧困で,こ の種 の施 策 に
対するニードの高い順か ら実施して行 く場合」
「①羅病率が高い割に負担力が乏しい。②医療機
関の分布と,かかる住民層の分布 との調整が困
難である。③保険財政の安定を損い国庫に対す
る影響が大きい 厂この制度が保険技術の上に成
立するものである限り一定の許容限界があるの
はやむを得ない,従つて,下級層の住民に対し
ては制度の適用が可及的にすみやかに実現する
よ努力し,そ の間,公的扶助その他の活用によ
沖繩における医療保障 231
注6
注7
注8
注9
つてカバーする等の措置は考えられる」(琉球
政府社会局,医療保険法案説明)
印 南 博 吉著 「保 険 論 」67ペー ジ
近 藤 文 二著 「社 会 保 険 」68～73ペー ジ
京 都 保 険 医療 新 聞 昭和43年5月11日号
エ コ ノ ミス ト1968,6.18号
注10
注11
注12
1人 Q産 業蹴 業人・
沖 縄
徳 島
島 根
香 川
高 知
世帯
数 人口 男 女
20819341448
19318151385
19818271395
22219011431
22318131390
486
4 0
427
471
423
馨蠶 差
数 櫟…
402
368
410
446
395
139
150
194
110
165
第二
次産
業
69
85
73
111
72
第三
次産
業
160
133
142
174
157
軍雇
用者
資料:沖縄年鑑1968民 力1968
単位:世 帯は千世帯その他は千人
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我喜屋良一著「社会事業の沖繩的現実と課題」
ジュリスト1967年7月1日号42ペー ジ
沖繩に於る平均賃金
区分
年度
1963
1964
1965
1966
(統計庁労働力調査);
t
就業人。完全失業者鱸
規模5
(統計庁労働力調査)(鑾圭)
実質賃金
指数
全産業
規模5
人以上
千 人391
394
398
402
i(勤労統計調査)i(靆)
千 人3
2
3
2
52.42ドル
59.66・ル
66.52ドル
74.92ドル
100
114
127
143
注131966年度,保 護 開始 の 他 の 原 因 とし て,世 帯
主 の勤 労 収 入減6.5%世帯 主 の死 亡3.6%その他
13.7%
